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OTAシティ・マネジメントレポートの作成にあたって 
 

 

 

ＯＴＡシティ・マネジメントレポートを作成しました。 
 

区は、大田区基本構想に掲げる将来像「地域力が区民の暮らしを支え、未来へ躍動す

る国際都市 おおた」の実現に向け、「地域力」と「国際都市」を理念に「おおた未来プ

ラン 10年」を着実に推進してきたところです。 
 

現在、日本社会は少子高齢化と人口減少という大変動に直面しており、区もこうした

急速な人口構成の変化への的確な対応、地域社会の持続的発展と区民福祉の向上のため、

時機を捉えた施策展開が求められています。 
 

中長期的な視点で将来を見据えると、少子高齢化の一層の進行や、老朽化した公共施

設の更新時期が集中することなど、区財政は、多くの圧迫要因を抱えています。 
 

平成 26 年度税制改正において、自治体間の財源調整の手段として、地方税である法

人住民税の一部が国税化され、その全額を地方交付税の原資とする見直しが強行されま

した。また、平成 28 年度税制改正においても、消費税 10％段階において、法人住民税

の国税化が更に拡大されることになり、今後基幹財源の大幅な増収は見込めません。 
 

こうした状況を踏まえ、短期的な収支均衡だけでなく、将来の人口構成の変化を見据

え、安定した行政サービスを提供できる持続可能な財政運営を行っていくことが求めら

れています。 
 

区を「経営」するという視点に立ち、区民の皆さまのご期待に応えていくため、マネ

ジメントの方向性を明らかにして、明確な責任のもとで区政を計画的に遂行し、分析・

検証することは、大変重要です。 

こうした観点から、「OTAシティ・マネジメントレポート」を作成し、区の財政状況と

ともに、施策の推進に向けた取り組みをご報告させていただきます。 

 

 

 

        平成 28年４月 大田区長  

 

 



 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大田区財政のアニュアルレポートとは、区民の皆さまに区の経営状況や活動状況

を報告するために作成した｢年次報告書｣をいいます。 

 

○ 普通会計とは、決算統計（地方自治法第 252 条の 17 の５第 2 項に基づいて毎

年度実施されている「地方財政状況調査」による全国の地方公共団体の決算に係

る統計調査）により、総務省の定めた全国の統一基準による標準的な会計として、

すべての地方自治体の財政状況を比較分析できるよう再構成した統計上、観念上

の会計です。 

  大田区では、一般会計から介護関連や区営アロマ駐車場などの収入・支出を差

し引いたものとなります。 

 

○ 本書は、普通会計決算をベースとしているため、区の一般会計決算の数値と

は、必ずしも一致しません。 

※Ｐ77からの「Ⅳ 将来を見据えた財政運営～大田区中長期財政見通し～」は、

一般会計ベースで作成しています。 

 

○ 説明や図表中の数字は、原則として表示単位未満を四捨五入しているため、

各項目の合計が合計欄の金額や比率と一致しない場合があります。 

 

○ 財務書類の分析に用いている各指標の『平均的な数値』は、「新地方公会計制

度の徹底解説（株式会社ぎょうせい）」で示されている値です。 
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